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第 1 章 本論文の問題意識と論文構成  
 






































































                                                   
3 金融機関である信用組合は、信用金庫、労働金庫などと共に協同組織金融機関とも称され協同組合組織
の一つである。 







































                                                   
5 本論文、「6.3.1 金融機関としての知的資産経営評価の仕方」を参照 























































































































てた MERITUM Guidelines 2002 や PRISM Report 2003 があげられる。また、中小企業





















図表 1-2 本論文の構成 
 
 
具体的には、図表 1-2 に示すようなアプローチを行う。まず、第 2 章「知的資産経営と
は」では、知的資産に関する用語としては暗黙知(tacit  knowledge)、知的資産(knowledge 
assets)、知的財産権(intellectual property)、見えざる資産(invisible assets)、有形資産
(tangible assets)、無形財(intangible goods)、無形コンピテンス(intangible competences)、
無形潜在能力 (latent capabilities)、知的資本 (intellectual capital)、人的資本 (human 
capital)構造資本(structural capital)関係資本(relational capital)などが混在して使われて
いる。  






































がった成果には乏しいのが現状である。「第 6 章 日本の中小企業への支援的アプローチ」
では、政策的な流れを振り返り、今後支援機関が関与していくべき方向性について論じる。 




「第 7 章 知的資産経営のメカニズムの検証」においては、筆者の見解を示し、中小企業
の課題克服のための活用できる知的資産経営のメカニズムを明らかにしていく。 





































































































ここで、先行研究における知的資産の類似概念について図表 2-2 において整理を行いたい。 
まず、対象となるものは明確には認識できないものであると考えられ、Polanyi が示した
暗黙知は、認識され得る形式知に対する概念として多くの論者が引用している。彼の主張






競争力に関する提言報告「Global Competition The New Reality」は Young Report8とよば
                                                   


























ーに代表されるコンラッド・グループが、1993 年に「見えざる貸借対照表(the invisible 
balance sheet)」を発表し、スカンディア社は、1991 年からエドビンソン(Edvinsson)が世
界で初めて「知的資本(IC)のコーポレート・ディレクター」という肩書で担当重役としてに
入って 1995 年 5 月に「知的資本(IC)アニュアル・レポートを、財務レポートの補足として
発表している。  
さらには、EU に拡大した生育・発展期の取り組みとして、知的資産の測定とマネジメン
ト・プロセスに焦点をあてた MERITUM Guidelines 2002 では、知的資産を人的資産、構
造資産、関係資産の 3 つの分類により具体的な例示を行っている。 
PRISM Report 2003 では、有形資産、無形財、無形コンピタンス、無形潜在能力といっ
た経営資源の連続帯としての認識方法が示されている。 






























































































る日本政策投資銀行が 2005 年 10 月に発表している報告書は「社会環境・知的資産報告」
となっている。このことからすると、「環境報告書」も知的資産経営に含めているとも考え
                                                   
9 藤本(2007） 
10 平成 25 年 7 月 24 日の大手企業と中小サプライヤーとの連携についてインタビュー訪問 


















































第 3 章 会計学的アプローチ  
  










ロジェクトが 1997 年から開始された。そうした研究成果の一部は、最近の 20 年間で企業価値の決定因子
が有形資産から無形資産へと移行していることを裏づけている。まさに、「見えざる富」(Unseen Wealth)
としての無形資産が企業価値の決定因子となりつつあるのである。 























































                                                   











































上した。営業の現場における SFA(sales force automation)17も顧客との関係性を構築し、効
                                                   
15 NC(数値制御)工作機械やマシニングセンター(自動化治具)などの加工用機械と CAD(コンピューター支





































グである(古賀,2005a,pp.35-38)。そして、以上の議論を要約して示したのが図表 3-1 である。 
  
                                                   
18プログラム内で日付を扱う際の年数の表現を下 2 桁だけにしていため、2000 年が 00 年となるので、こ

























































自体確固たる価値を有するものであるとし、図表 3-3 のように示している。 
 




























































                                                   






































                                                   









































































効果の 4 つを挙げている。 
 



























































かをフェーズごとに示したのが図表 3-4 である。 
 

















































図表 3-5 知的資産の評価アプローチ方法 























































































































































































会計をもたらした経済的な背景であるとしている。19 世紀末から 20 世紀初頭にかけての合





































償却期間は 40 年を超えてはならない(伊藤,2006,p.52)。 
 



























                                                   












・AIMR (Association for Investment Management and Research)の財務会計方針委員会および 



































さまざまであるが、FASB や SEC など基準設定主体や規制当局の対応をまとめると、会計



























ことになり、たとえば、情報ボックス 4 は特許権のない企業には関係がなく、ボックス 6


























































































3.4.1 コンラッド・グループ 「見えざる貸借対照表」 
 
コンラッド・グループ(The Konrad Group)というスェーデンの実務家グループが 1987











さらに、1989 年に「見えざる貸借対照表(the invisible balance sheet)」という報告書を
出し、従来の目に見える資産を計上した貸借対照表に組織の価値を付加して企業の全ての
価値を計上できるものとして図表 3-8 のような、「知識資本企業の貸借対照表 (The 
know-how company’s balance sheet)」を作成している。 
 
図表 3-8 知識資本企業の貸借対照表(The know-how company’s balance sheet) 
 
(出所)Sveiby, ed., 1989,pp.94-95. 
知識資本企業の貸借対照表では、従来の財務会計の報告書に記載されている資産勘定を、









Capital)、経営管理層のマネジメント資本(Management Capital)の 3 つのカテゴリーに分
類し、これらの組織の価値(Organisational Value)に対応する貸方部分を株主資本のうち、
非課税準備金と課税された資本を除いた部分知識資本の価値(The value of know-how 
capital)としており、自己資本の付加的な要素として捉えられている。この「見えざる貸借
対照表」の活用については、1993 年の「スウェーデン・サービス産業連盟(The Swedish 
Council for Service Industries)」の勧告のなかで人的資本を描き出す、多数の指標を利用
することを推奨した(古賀,2005a,p.215;伊藤 2006,p.474)。 
 その後の研究により、概念整理を行い図表 3-9 のように、知識資本(Know-how Capital)
は知的資本(Knowledge Capital)とされ、構成する要素も顧客資本(Customer Capital)、人




















































その後さらに図表 3-11 のように無形資産モニターIntangible Assets Monitor(IAM)とし
て発表したモニタリングのフレームワークでは、組織が所有する無形資産を計測する方法
                                                   






















図表 3-12 見えざる資産モニター  
 
 無形資産モニター 
外部構造指標 内部構造指標 コンピテンス指標 
成長性指標    
革新性指標    
収益性指標    
安定性指標    
(出所)FASB,2001,p.43. 
 
































(human capital)と「構造資本(structural capital)」、構造資本は「顧客資本(customer capital)」
と「組織資本(organizational capital)」により構成されている。組織資本は，「プロセス資












図表 3-13 スカンディア社の知的資本の階層 
 
 
(出所) Edvinsson＝Malone,1997,p.52;邦訳 p.73,古賀,2005a,p.284 を修正. 
                                                   







る市場価値へどの程度貢献しているのか特定することはできていない(古賀,2005a, pp.284-  
285)。 
 




































































Kaplan=Norton(1996)によれば、BSC は、1990 年に KPMG のリサーチ部門である Nolan 
















ド”28」と題し、1992 年 1 月・2 月号のハーバード・ビジネス・レビュー誌に発表してい
る。その反響は大きく、各社の経営トップから BSC の導入と実践に関する支援の要請を受
                                                   


















と題して、1996 年 1 月・2 月号のハーバード・ビジネス・レビュー誌に BSC に関する 3
本目の論文として発表している(Kaplan=Norton,1996,vii-xi;邦訳,pp.5-10)。 
この 3 本の論文をまとめたのが Kaplan=Norton, (1996)である。BSC の 4 つの視点につ
いては既にふれたが、戦略と各業績指標との関連を図表 3-16 のように示している。 
 


















































































   
 (出所)中小企業基盤整備機構,2007,p.63. 
 
ここで、図表 3-18 により、知的資産経営と BSC の関係について示す。既に見てきたよ
うに知的資産経営をどのように行うのかその成果を計測する上で、BSC は有効な手段であ




















































第 4 章 戦略論的アプローチ 
 















図表 4-1  パラダイムの特徴 
 リザルトパラダイム プロセスパラダイム 












ルールの源 過去が規範 現在刻々と創られる 








































同時多重利用が可能である、という 3 つの特徴を有している(伊丹,1984,p.50)。 
見えざる資産がカネを出しても買えない、自分でつくるしかないもので、つくるのに時
                                                   
30 リザルト(result)結果 のことで因果関係が判明しやすい状態を指している。 











































図表 4-3  情報の流れのダイナミズムと場 
 





























と将来の資源蓄積の関連を示したのが図表 4-4 である。 
 
「資源がいかに蓄積されていくか」という観点で見れば、2 つのルートで蓄積されていくことが明示され










































































































図表 4-6 4 つの知識変換モード(SECI モデル) 
 
(出所)野中＝紺野,2003,p.57.   

















































































































































































































図表 4-8 VRIO 分析法 
(出所)Barney,2002,p.250 を修正. 
 


























































































































第 5 章 欧州における政策的アプローチ 
 





焦点を置いている。その代表的なものとして、EU における MERITUM Guidelines 2002












ーを代表とするコンラッド・グループ(Konrad Group)が 1989 年に「見えざる貸借対照表












































5.3  デンマーク 
 
デンマークでは、1995 年に貿易産業省(Trade and Industry Development)において、知
的資本の測定と開示の研究がスタートし、1996 年には「Business and Industry Report 
1996」、「Capital and Growth 1996」が公表された。 
さらに、1997 年 5 月には「Intellectual Capital Accounts-Reporting and Managing In- 


















で、(a)資源、(b)活動、(c)効果の 3 つに分割できることを確認した(伊藤,2006，pp.475-479)。 
 
図表 5-1 デンマークにおける知的資本報告書モデル 
 
 






イドラインのフォローアップを進めて、 2003 年に公表されたのが、図表 5-1 に示すデンマ














































図表 5-2 オランダにおける知的資産開示プロジェクト 
 
 
(出所)OECD International Symposium,1999,p.15. 
 
アムステルダムで 1999 年 OECD の「知的資本に関する測定及び報告」に関する国際シ
ンポジウムが開催され、成果が発表された。OECD International Symposium(1999)によ




                                                   




としている(OECD International Symposium,1999,pp.15-17)。 
 
5.5 MERITUM プロジェクト 
 
MERITUM(MEasuRing Intangibles To Understand and improve innovation Management)プロジ
ェクトは無形財の効率的マネジメントを目指す知的資本運動の高まりを受け、EC からの研




ンス、スペインを加え 6 カ国、9 つの大学・研究機関の参加を得て実施されている。具体的
には、無形財の分類、マネジメント・コントロール・システムの分析、資本市場での無形
財のレリバンス、およびガイドラインの策定の 4 つを課題として、報告書が 2002 年に公表
された(MERITUM,2002;古賀, 2005a,p.14,p.218;伊藤,2006,p.482)。 
 































































 MERITUM では、この有名な 3 分類に加えて、もう一つの重要な定義を行っている。図































ンという 3 つのフェーズから構成されている。 
 








まとめる場合の構成要素として、図表 5-5 の 3 つの要素を挙げている。 
フェーズ 1：無形財の認識(identification  of  intangibles) 
フェーズ 2：測定(measurement)  
フェーズ 3：アクション(action) 
 無形財の認識、測定、アクションの 3 つのフェーズについては、古賀は MERITUM(2002)







































図表 5-7 無形財の測定 指標の例示 
無形財 指標 タイプ 















パテント(特許) 昨年に登録した特許数 NFI 
R&D 活動 R&D 支出額 FI 







































(注)FI:Financial Information (財務情報)NFI：Nonfinancial Information (非財務情報) 























5.6 PRISM プロジェクト 
 




ついて 2000 年 1 月～2003 年 10 月の 3 年余りにわたって検討するものであった(Eustace, 
2003,p.2)。PRISM Project(2003)では，現代知識経済(the modern knowledge economy)を
背景として「有形資産(tangible assets)」「無形財(intangible goods)」「無形コンピテンス
(intangible competences)」および「潜在能力(latent capabilities)」の 4 つの資源を識別し、
企業の競争力促進に向けたモデルを明らかにしている(Eustace,2003,pp.14-15)。 
 
図表 5-9  経営資源の分類 
 
 















5.7 ドイツにおける中小企業向け知的資産経営報告書  
 
次に、2004 年にドイツ連邦政府(Federal Ministry of Economics and Labour)は、中小企
業を対象に、中長期的な生存のため、強み・革新力の明確化・向上を目指して、Intellectual 





図表 5-10 ドイツにおける知的資本開示モデル 
 





















図表 5-11 戦略サイクルと知的資本報告書の関連 
 
 
(出所)German Federal Ministry of Economics and Labour,2004,p.20. 
 
以上欧州における①MERITUM Guidelines,②PRISM Report,③Intellectual Capital 










































第 6 章 日本における中小企業支援的アプローチ  
 

































                                                   







2004 年 1 月に『知的財産情報開示指針』(産業構造審議会)が出され、これに呼応して我
が国において最も早く「知的財産報告書」を公表したのはオリンパス光学工業(2004 年 6 月





























                                                   
37 http://www.olympus.co.jp/jp/ オリンパスの歩み(1919-1969)p.4 
93 
 
業拡大と新規事業創出を行っている。研究開発費は、約 630 億円、対売上高比 5％であるこ
と国内特許公開件数約 6600 件、米国登録特許件数約 5300 件などの指標を示している(コニ
カミノルタホールディング,2004,pp.1-4)。 
 






















































論 、IPDL 検索マニュアル(特許権・商標権)、知的財産権の概要などである。 
 


























































































































































図表 6-5  地域金融機関における担保・保証に依存しない融資推進上の課題 
 















































































                                                   


















































































































































































































































































第 7 章 知的資産経営のメカニズムの検証 
 
7.1 はじめに  
 























































































































































ン(a vision of the firm)」として、企業の重要な目的や戦略、それらの目的を達成するため
のキー・ドライバー(または決定的に重要な無形財)を提供するもの(戦略的目的、コア・コ
ンピテンス、キーとなる無形資源)、「無形資源および活動の要約(a summary of intangible 
resources and activities)」として、企業が活動し得る無形資源、およびこれらの資源の価
値を促進するためになされた種々の活動を記述するもの、「無形資源および活動のための指


































するべきかを図表 7-1 に、知的資産経営のメカニズムとして示した。 
 
図表 7-1 知的資産経営のメカニズム 
 



















































                                                   




















































トロールの事例を見てみる。同社は、1949 年創業、中農康久氏は創業家出身の 2 代目社長
である。主な事業内容は、精密機械加工ならびに組み立て、自動車操縦装置の部品製造で
ある。 


























































価管理を含む 14 名(社長、西島氏を含む部長 3 名、課長・係長 5 名、主任・リーダークラ
ス 5 名)であり、作成期間は約 4 か月に及んでいる。 
  









容を吟味しながら、MERITUM の 3 分類である人的資産、構造資産、関係資産を参考にし
ながら同種のものをグルーピングしている。 
 さらに、グルーピングされた「強み」の間にどのような因果関連があるのか、顧客にど
のような価値が提供できているのかという視点でまとめたのが、図表 7-2 である。 
 顧客からの要望に応えることや顧客の課題を解決していることは何かということを考え、
「レスポンスが早い」、「技術対応力が高い」、「品質保証力が高い」、「組織営業ができる」



































こで、営業担当者の育成のための製造研修期間を 3 か月から 1 年に延長し製造知識を身に
付けるとともに、社内で人的ネットワークを作れるように図っている。 
  













 2 年半が経過し、2011 年版の知的資産経営報告書が作成された。日常的な取り組みの変
化や顧客に対してどのような価値提供ができるかという検討を会議で積み重ねた結果、
2009 年版で示したバリュー・チェーンのマップは、図表 7-3 のように、より詳細に価値提
供が可能となる根拠を示すことができるようになっている。 
さらに、知的資産経営報告書 2011 年版では、経営戦略の 8 つの柱に対して 19 の重要成




う 6 つの CSF を掲げている。 
 
































































































































第 8 章 スイコーの知的資産経営への取り組み 
  

















8.2 スイコー株式会社の概要  
 
スイコー株式会社は、「大阪水交株式会社」として 1963 年(昭和 38 年)に設立された回転
成形法によるポリエチレン(Polyethylene：PE)製品の各種容器を製造販売している会社で
ある(図表 8-1)。ポリタンク・ポリ容器などの製品を中心に、サイズは 20 リットル程度の小
容量から 50000 リットルに至る大容量まで幅広くラインナップしている。 
納入されている分野は、農林・酪農・水産関係 食品加工関係 化学薬品・染色関係、




野である。この分野の市場規模は約 80 億円と推定41されており、市場占有率は約 40％であ
る。同社の製品分野と重なるほぼ同規模の会社が関東にあり、上位 2 社で市場の 80％程度
を占める市場特性がある。 
 
                                                   
41 五十嵐(2008）では、日本において回転成形に使用している原材料を 2002 年で 8000t としており、一
般的な製品は 1000 円/ｋｇで出荷されている。 
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図表 8-1 スイコー株式会社の概要 
 
所在地 尼崎市 
代表者 代表取締役社長 横山隆人 
会社設立 1963 年(昭和 38 年)9 月 5 日 
資本金 4,800 万円 
社員数 120 名 (平成 25 年 3 月 現在) 
売上高 29 億円 (平成 24 年 8 月末決算) 
事業内容 回転成形法によるポリエチレン製品の各種容器の製造販売 
納入先 農林・酪農・水産関係 食品加工関係 化学薬品・染色関係 
プラント関係 上下水道処理施設関係 大学関係 病院関係 
仕入先 三井化学、住友商事ケミカル、岩谷産業、旭有機材工業、ほか 
取引銀行 三菱東京 UFJ 銀行 近畿大阪銀行 
グループ 
会社 
東北スイコー株式会社 (昭和 53 年 11 月設立) 
北海道スイコー株式会社 (昭和 49 年 7 月設立) 
設備 導入成形機 炉式成形機 8 台  
ロックンロール成形機 62 台  
計 70 台 
ISO 2000 年 7 月 全事業所 9001 認証取得  
2007 年 7 月 全事業所 14001 認証取得 
(出所)http://www.e-suiko.co.jp/company/annai.html. 
 
 図表 8-2 によれば、2000 年以降に急激な売り上げ減少を 2 度経験している。1 回目は、
2000 年～2002 年の IT バブル崩壊による設備投資の激減によるものであった。IT 関連の株
式が暴落し、IT 関連機器の製造も大きな影響を受けることになる。半導体産業などで使わ
れる純水タンクの発注がストップしてしまった。同社の経営の特色としては、民間設備投
























図表 8-3 キャッシュ・フロー計算書 
(単位：千円) 
 第 46 期 第 47 期 第 48 期 第 49 期 
営業 CF 284,298 190,977 168,042 180,827 
投資 CF △114,613 △115,375 △189,964 △124,388 
財務 CF △156,412 △152,520 13,050 △44,760 
















































図表 8-4 高い自己資本比率と低い借入依存度 
 第 45 期 第 46 期 第 47 期 第 48 期 第 49 期 
自己資本比率 66.0％ 76.2％ 79.1％ 76.8％ 78.1％ 















































































図表 8-6  スイコー株式会社の沿革 
 
1963 年 9 月 資本金 300 万円、大阪市北区茶屋町に創設。 
事業内容：循環浄化装置・噴水装置の販売 
主な物件：プール、浄化装置の販売を業とする。 
1964 年 7 月 粉末成形品(ポリエチレン製品)の販売開始 
1964 年 11 月 ポリタル 75ℓを開発。(木製樽の製作者が少なくなり、代替需要が増加) 
1967 年 1 月 本格的に回転成形品の製造・販売開始。尼崎市築地本町にエンゲルプロ
セス42による回転成形の尼崎工場を完成。 
1970 年 8 月 滋賀県栗東市に栗東工場新設。 
1972 年 5 月 東京営業所を開設、関東・甲信越地区の販売強化を図る。 
1974 年 2 月 第５回目増資、 現資本金の 4,800 万円となる。 
1989 年 1 月 熊本に九州営業所を開設、九州地区の販売強化を図る。 
1994 年 6 月 熊本県大津町に熊本工場・九州営業所を移転し、設備を増強 
1998 年 2 月 滋賀県甲賀市に水口工場新設(現 滋賀第一工場)。大型タンクを主体とし
た供給体制を図る。 
2000 年 1 月 スイコー株式会社に社名変更。 
2001 年 5 月 本社・尼崎工場並びに配送センターを統合、尼崎市西向島町に新社屋・
工場完成。 
2005 年 4 月 名古屋営業所を開設。中京、北陸地区の販売強化を図る。 
2006 年 6 月 滋賀県甲賀市に滋賀第二工場新設。日本最大級の炉式回転成形機を導入。 
2008 年 2 月 社章を変更。 
2008 年 9 月 滋賀工場・熊本工場にショールーム開設。 



















図表 8-7  展示会出展履歴  
 
2007 年 6 月 プラスチック&ゴム総合展 (プラテックス大阪 2007) に出展 
2008 年 10 月 国際プラスチックフェア 2008 に出展 
2008 年 11 月 東京デザイナーズウイークにて「スツール・PLOP」を発表 
2009 年 6 月 中小企業総合展 2009 in KANSAI に出展※ 
20010 年 6 月 中小企業総合展 2010 in KANSAI に出展※ 

















































































































































中小企業基盤整備機構 2005 年 4 月～10 月 9 回 
































































近畿高エネルギー加工技術研究所 2008 年 6 月～2009 年 3 月 9 回 
【支援内容】尼崎市中小企業研究開発助成金を受け、高機能樹脂による製品の実用化技術開発を近畿高































ち、社員の自信となった。翌年も 2 年連続で『最優秀賞』を受賞できた。 
【感想等】専門家からの支援によって受賞することができた。その後の国際展示会にも自信を持って毎
年出展し、今後も PR のため出展していきたい。 
 
⑪中小企業診断士実習 





【感想等】中小企業診断士試験合格者 7 名の方とあるべき姿を討議できたことは大変意義があった。 
 
⑫ものづくり現場カイゼン公開指導 

























自社を見つめ直し、自社のＰＲポイントを明確にできた。会社説明会に 25 人が参加、面接者 10 人、



























































5 月 30 日からスタートした地域力連携拠点事業においては「経営の見える化」(知的資産経
営報告書)が重点課題として挙げられ、応援コーディネーター43や支援機関指導員(地域力連
携拠点以外の機関も含む)向けに知的資産経営報告書作成支援セミナーを中小企業基盤整備





































                                                   


















































































② 当社の強みは何か？ 明確に言えるようにしたい。 






中小企業基盤整備機構の支援内容は、第 1 次中期 5 ヵ年経営計画の実施についてのもの



































図表 8-12 知的資産経営報告書作成支援計画書 
 
























































































































































































































































































































































































統計(平成 18 年)によれば、プラスチック製品／「容器」カテゴリーの販売金額は 469,382 百万円(全量

























































































































































































































































































図表 8-16 スイコー株式会社の技術棚卸 







原料素材開発技術 知的財産管理 金型素材開発技術 
新技術情報の探索技術 原料評価技術 設備製作技術 





































図表 8-17 中期ビジョンと技術戦略との関連についての気づき 
 
 中期ビジョン 技術戦略 
1. トップであるために 回転成形の認知度アップによる市場拡大 
2.  高業績であるために 開発プロセスの確立と高付加価値の自社製品の創造 










































































図表 9-1 スイコー株式会社のマネジメント・システム 
 
 









































































2004 年 9 月 1 日現在の組織体制を示したのが、図表 9-3 である。当然だが、製造本部へ
















dler の反対的な命題として、Ansoff の「組織機構が先行し戦略がそれに追随する」(Ansoff, 




















































図表 9-4 クレーム削減 
 


















41期 42期 43期 44期 45期 46期 47期 48期 49期 
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43期 44期 45期 46期 47期 48期 49期 
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が、図表 9-9 に示す通り、2006 年 1 件、2007 年 5 件、2008 年 2 件だったものが、2009
年 9 件、2010 年 8 件、2011 年 7 件、2012 年 7 件と着実に成果を挙げている。2 桁に迫る
件数を達成できるようになったのは、製造技術部門の地道な積み上げとともに、中小企業










こうした取り組みは、図表 9-10 に示すように 43 期ごろより成果が見えはじめ、開発後 3
年以内の商品売上高が全売上に占める割合は、まだ 1％以下ではあるが確実に増加しており、































「スイコー知的資産経営報告書 2009 年版」では、第 2 次中期 5 ヵ年計画で示された今後

































環オーブン、媒体循環があり回転方式は 1 軸回転と搖動を組み合わせたものと 2 軸回転が

































そこで、環境保全と社会的責任を果たす指標として、45 期を起点として CO2 の削減を目
指した取り組みを示すのが、図表 9-14 である。45 期を 100 として 49 期には 85 にまで低
減することができた。 
 
図表 9-14 CO2 削減率(環境貢献関連指数) 
 
















のが 20％近くあったが、生産現場での資源リサイクルへの取り組みが効を奏し図表 9-15 に
示すよう現在ではほぼ 100％が再利用されている。 
 














原材料の購入原価 1、000 円、加工費(人件費と設備費)600 円で、製品 1 個を作る簡単なプロセスを想定
する。なお、原材料の投入高(インプット)は 100ｋｇで、最終製品は 80ｋｇであったとする。通常の原価




















原材料費の 1、000 円は、製品と廃棄物の重量比にしたがって 800 円と 200 円に配分される。加工費も 480











の基本方針を決めコンプライアンス委員会を設置、さらに 2007 年の ISO14001 取得にあわ















品質についてはクレーム発生件数の抑制を目標としており、41 期を 100 としてその後、







た一貫性のあるものを目指している。同社の中期計画の策定は、第 1 期は社長が行い、第 2






























































































リーで図示すると図表 9-19 のようになる。 
■で示す意思決定とは、人間が意思決定する内容であり、新技術・新製品開発の継続か
中止か、製品のライセンス販売か独自展開かなどを決定する。発生するコストや収益の数
値、起こりうる確率を予測する。図表 9-19 の事例では追加投資が 600 万＄、大成功シナリ
















し、arietta シリーズとして図表 9-20 のようなロゴも作成、国際見本市インテリア ライフ
スタイルに出展した。 
 

















位置づけている。国内のポリエチレン回転成形市場は約 8 千トン市場であり、同社ともう 1







































                                                   




































9.4 第 3 次中期計画 
 
第 3 次中期 5 ヵ年経営計画は、50 周年を迎えるにあたって、今後 100 年企業として存続
発展していくための基礎として、今後同社の役員として事業を推進していく立場にある部
長クラスを中心に作成された。これを受けて、第 2 次中期計画をベースに「スイコー 知
的資産経営報告書 2009」を作成した経験をもとに、第 3 次中期５ヵ年計画をもとに「スイ
















































































































































































































































第 10 章  本論文の到達点と今後の知的資産経営   
 

























































枠組みである VRIO 分析を紹介している。 
つぎに、第 5 章では、欧州の政策的アプローチについて紹介している。知的資産運動とも
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